№Ｓ２８
府立すながわ高等支援学校

校　長  　楢　崎　恭　一
平成29年度　学校経営計画及び学校評価
１　めざす学校像
	◎知的障がいのある生徒が就労を通じた社会的自立をめざす学校
１　生徒一人ひとりの能力や可能性を最大限に伸ばし、健やかな体と心豊かな人間の育成をめざします。
２　実践的な職業教育の充実を図り、仲間と地域の中での学びを通して、主体的に社会に貢献できる人材を育成します。
３　泉北・泉南地域における知的障がい生徒の就労支援の拠点校として支援教育のセンター的機能を発揮し、学校の取組みを発信します。


２　中期的目標

	昨年度に引き続き、めざす学校像を実現するために専門性向上・人材育成・校内組織の発展的改正等を行いつつ、さらなる充実を目指します。特に初めての卒業生が社会に出た平成29年度は、めざす学校像の「知的障がいのある生徒の就労を通じた社会的自立をめざす学校」のさらなる充実発展と、卒業生の職場定着支援を念頭に、卒業後の豊かな生活獲得のための支援体制充実の計画立案を行います。そのために、管理職と首席が目標実現推進の舵取りを行い、学年主任、学科長、校務分掌長が推進組織として具体的な年間計画立案を行います。年間計画に基づき、3年先の学校像を見据えて全教職員がその主旨と内容を理解して実行に移します。ここでは絶えずＰＤＣＡサイクルによる効果の検証を図りながら、下記の「中期的目標」を達成していきます。
１　高等支援学校教員としての専門性の確立・・※支援学校免許保持率90％以上
(１)　授業力の向上
(２)　支援教育の専門性と社会人としての資質向上をめざす
(３)　生徒の特性把握と個別課題を見つけ、より幅広い適性を高める教育の実践
(４)　保護者と学校が就労希望者１００％の企業就労の進路目標を共有
２　地域の知的障がい生徒の就労支援の拠点校としての使命を果たす・・※職業学科モデルスタイル（すながわスタイル）として発信
　　(１)　支援教育のセンター的機能の発揮
(２)　積極的な広報活動により地域、企業とのつながりを強める
(３)　クラブ活動の活性化と合同練習等の高等支援学校間連携
(４)　泉北・泉南地域の支援学校の包括的な連携（佐野支援、泉南支援、岸和田支援との４校連携を推進）
３　地域に貢献できる社会人、職業人を育てる校内組織の充実・・※就労・定着支援室の設置
(１)　教職員の見守る力で安心・安全に過ごせる学校環境づくり 
(２)　常に進化を続ける学びと実践の人材育成
（３） 卒業後の職場定着支援体制の確立と、豊かな生活実現を実現するために関係機関との連携


【学校教育自己診断の結果と分析・学校協議会からの意見】
	学校教育自己診断の結果と分析［平成 ３０年 １月実施分］
	学校協議会からの意見

	○生徒、保護者、教職員を対象に実施
　生徒99％（H28年度86％）保護者96％（H28年度86％）教職員98％（H28
98％)の回収。生徒保護者は高い数値である。昨年度との経年変化を比較。昨年度と同時期に実施した。内容に、いじめに関する項目を追加したがほぼ昨年度と同じ内容。来年度教職員回収率100％を目標とする。
【学校満足度等】
「学校に行くにが楽しい」「子どもは学校に行くことを楽しみにしている」の設問では、生徒81％、保護者85％が肯定的にとらえている。「学校生活について先生の指導に納得できる」「学校の教育活動について満足できる」という、学習指導等についてはそれぞれが生徒80％、保護者9７％となり昨年比で微増している。これは、さまざまな指導支援を展開するうえで、より一層きめ細かく家庭背景等の実態を把握し、集団の中での個別性を重視し、個々の特性に応じて対応した結果であると考えられる。
【生徒理解、人権教育等】
「先生は私たちの障がいについてよく理解してくれている」「学校は（担任）は子どもの障がいについてよく理解している」の設問では、肯定的が生徒88％保護者85％。「命の大切さや社会のルール、人権について学ぶ機会がある」「学校は子どもの人権に配慮した教育活動を行っている」では生徒90％保護者91％と肯定的にとらえていて、昨年比で肯定率が上昇した。今後も教職員のより一層の研修と専門性の向上が必要である。
【進路指導等】
「学校は進路についての情報を知らせてくれる」「学校では適切な進路指導が行われている」の設問では、生徒83％保護者97％と保護者に高い満足度が表れている。「就労を通じた社会的自立」という教育目標と保護者のニーズが一致していると理解しているが、来年度は一,二期生の職場定着等のアフターケアについて、教職員体制の人員を増やして、さらにきめ細かい支援を実施する予定。
【施設設備等】
「教室や特別教室・体育館などは、授業や生活がしやすいように整備されている」「学校の施設・設備は満足できる」の設問では、生徒87％保護者84％であり、泉南支援学校との併設校であるが、限られた条件の中での教育活動に対して、ほぼ満足の値が出ている。
【危機管理等】
「地震や火災などが起こった場合、どうしたらよいかをわかりやすく教えてくれる」「子どもの健康や安全について充分配慮、対応している」の設問では、生徒88％保護者91％と、全体にほぼ肯定的にとらえている。

	第１回（ ６月２３日）
○平成２９年度の本校の取り組みについて
・生徒の仕事に対する基本姿勢の充実を目標とした教育活動展開が必要。叱られたくないので、目標を下げてしまう人がいる。企業から見れば楽をしているとみられるので、自分の気持ちに気づきを与えるキャリア教育・就労支援が必要。
・仕事をしていく上ではコミュニケーション力が必須。最近ではわからないことは聞かずに、すぐに携帯などで調べて解決してしまう。家庭でも「訊く場面」を設定するようにする等、保護者・地域との連携と広報が必要。

・先輩と後輩との関わりは、ピア・カウンセリングの効果もあり、職場でも相互に成長できることが多い。すながわ高等支援での「つながり」を意識した取り組みは良い。

第２回（１２月 １日）

・オープンスクールのアンケート結果等を見ると、中学校訪問等の努力ですながわ高等支援の教育方針に概ね理解が得られている。ただし、一部中学校側の毎年度のような担当者変更については課題がある。
・企業としては、社会貢献として積極的に寄付等の希望があるが、その受け入れについて保護者との連携並び地域との連携をお願いしたい。

・授業アンケートについて、他の高等支援学校との比較をするための資料等があれば、よりすながわ高等支援の教育について理解が深まるのではないか。

第３回（ ２月 ２日）

○平成２９年度学校経営計画の達成状況についての確認と協議されたことについて

・生徒の友人関係についての悩みが増加していると感じる。宿泊学習等で仲良くなったとの記述があったが、企業でも自分から悩みを相談できる従業員が年々減ってきている印象を受ける。
・生徒回答に「わからない」が多い。設問に工夫が必要である。

・就労実現にさまざまな取り組みがなされ、保護者と合意の形成をはかることが大切。その大切な部分をすながわ高等支援は意識して取り組んでいる。ミスマッチを防ぐためにも、誰かがはっきりと現実と適性を伝えなければならない場面があるので、今後とも学校の努力に期待します。

・今後、社会資源の変化等で仕事の概念が大きく変わると予想される。一層のコミュニケーション育成が必要。
・SNSの発達で、本来失敗から学ぶべきことが大きな過ち（詐欺被害等）になることがあるので、今後より一層教育現場での指導と支援が必要になる。


３　本年度の取組内容及び自己評価

	中期的

目標
	今年度の重点目標
	具体的な取組計画・内容
	評価指標
	自己評価

	一、高等支援学校教員としての専門性の確立
	（１）授業力の向上

(２) 教員の支援教育の専門性と社会人としての資質向上をめざす

(３)生徒の特性把握と個別課題を見つけ、より幅広い適性を高める教育

(４)保護者と学校が進路目標を共有
	(1)

ア　教員間の研究授業・研究協議の実施

イ　授業アンケートの実施

ウ　授業参観の実施

エ 人材バンク等外部人材の授業・作業への積極活用

(2) 

教員の支援教育の専門性と社会人としての資質向上をめざす研修の実施

(3) 

ア 個別の教育支援計画、個別の指導計画の充実と活用

イ 生徒自身が適性を知り就労のための高い適応力を育む

ウ 生徒・保護者のニーズを的確に把握し、就労へつなぐ

エ 実践的な職業教育を通じて、高い職業意識を育む

オ 企業ニーズにマッチした職業教育の実施

カ　社会貢献活動を通して、自他の存在価値を認めあえる人づくり

(4)

ア 進路説明会等の充実（説明会・学習会・懇談会・企業見学会の開催）

イ 保護者懇談会等で教育支援計画の話し合いを持ち、共通理解をはかる

ウ ＰＴＡの学校行事への参加

エ 教育活動の発信（学校ＨＰ、学校・進路・学年通信の定期発行、連絡帳の活用）
	(1)
ア　初任者は前後期で年１回以上研究授業実施。
イ　年間１回以上実施し、振り返りシートの活用。
ウ　年２回行い、うち１回は公開授業週間として保護者と地域支援学校等への案内を実施。

エ　複数人材（臨床心理士、作業療法士等）年７回

オ　学校教育自己診断における、授業・指導に対する肯定率生徒85％保護者95％を目標とする。
(2)

「個別の教育支援計画について」などの専門性を高める教職員研修７回以上実施。
(3)

ア　・「個別の教育支援計画」本人・保護者のニーズを踏まえた作成で個々の実態把握の内容充実。
・2年生　1年次の支援計画の評価を踏まえた作成実施。
イ　1年次に職業適性検査実施とその活用。
ウ　就労につなぐ移行支援計画を作成し、就労先企業の生徒理解と卒業後のアフターフォローに活用

エ　・企業見学会　1，2年で年1回以上実施

　　・7月と11月に企業実習実施。
オ　・企業ニーズに合わせたICT活用の職業教育実施

・職業学科プレゼンテーション大会等1回開催。
カ　年間１回以上の地域清掃等ボランティア活動実施。
(4)

ア 年間5回以上進路説明会等実施
イ　・1年生は入学後の家庭訪問、懇談会年間2回。
・2,3年生は保護者懇談会年間3回　。
ウ　学校行事（すながわ祭、スポーツ大会、地域ボランティア活動、実習報告会等）への参加3回以上実施して保護者の参加を促す。
エ　・月２回以上の学校ＨＰ更新。
・毎月１回の通信発行（学年通信等）。
	（１）
ア、イ、ウ、エ→計画通り実施。オ→肯定率生徒80％保護者97％（○）
（２）

専門性向上の研修を学年、学校全体で計９回実施（◎）
（３）

ア、イ→計画通り実施。適性検査を懇談会にて活用して職業学科決定に参考活用（○）

ウ，エ、オ、カ→計画通り実施。ウ→12/28現在企業定着率１００％。カ→「こころの再生運動」府民運動表彰（◎）
（４）

ア、イ、ウ→計画通り実施（○）エ→HP更新１回更新。通信１回発行（△）

※次年度はH34年度学習指導要領改訂を見据えて、研究支援部主催で精度の高い教科研修実施と公開研修回数を増やしたい。

	二、地域の知的障がい生徒の就労支援拠点校としての使命を果たす
	(1)支援教育のセンター的機能の発揮

(2)積極的な広報活動により地域、企業とつながります

(3)クラブ活動の活性化と高等支援学校どうしの連携

(4) 泉北・泉南地域の支援学校の包括的な連携
	(1)

ア　地域の中学校、高校、教育委員会等への本校キャリア教育の伝達及び生徒支援

イ 共生推進校及び地域の諸学校との交流と連携

ウ 地域へ本校の取組みの紹介

(2)

ア 創立4年目を迎えた本校の存在を地域資源（法人・企業）に全教員で積極的な広報活動により職場実習先の開拓

イ 地域への社会貢献と地域資源の活用、活動発信

(3)

ア　クラブ活動を通じて自己有用感を高めて、将来への余暇活動活用と職場定着支援に繋げる
イ　高等支援学校5校の連携

(4)

  佐野支援学校、岸和田支援、泉南支援学校、共生推進校との進路、生活指導等での包括的な指導体制の構築
	(1)

ア　近隣の中学校、高校、教委、経済団体等への研修会講師派遣等3回以上実施。
イ　支援1校以上、高校2校以上（共生推進校との学期ごとの協議と交流）、中学1校以上と交流。

ウ　・オープンスクールの実施。
　　・学校説明会の実施。
・職業現場実習報告会等の開催。
・夏季休業中等に中学校訪問を実施。
(2)

ア 全教員での３００件以上開拓。
イ 本校周辺の店舗との交流等（すながわ高等支援展）及び製作物の展示販売（アンテナショップ開拓等）
　 2回以上実施。
(3)

ア　部活動奨励（週３回以上全員参加）と他校との活動交流

イ　高等支援学校リーグの活動
ウ  各種大会への出場への積極的参加
(4)
ア泉南支援学校と学校間連絡会議を月１回開催。

イ行事、訓練、教員研修の合同実施を各年間１回以上。
ウ月1回地域支援学校進路連絡会議実施。
	（１）
ア→３回以上実施。イ→５校とクラブ等交流実施。ウ→オープンスクール３回、説明会２回、実習報告会、中学校訪問計画通り実施（○）

（２）

ア→12/28で４００開拓（◎）

イ→１回以上実施（△）

（３）

アイ→計画通り実施（○）

ウ→サッカー、陸上競技で近畿、全国大会等出場（◎）

（４）

ア、イ、ウ→計画通り実施（○）

※次年度も積極的な教育目標の発信と、クラブ・生徒会活動の活発化を目指す。企業等の支援者獲得と定着支援のために校内研修を実施する。

	三、地域に貢献できる社会人、職業人を育てる

校内組織の充実
	(１)教職員の見守る力で安心・安全に過ごせる学校環境づくり 

(2) 常に進化を続ける学びと実践の人材育成
（３） 卒業後の職場定着支援体制の確立と、豊かな生活実現を実現するために関係機関との連携
	(1)

ア　生徒が安心に安全に過ごせる学校環境つくり

イ　生徒・保護者の教育相談の充実を図る

ウ 問題行動に対する生徒指導体制確立（見守りによる予防・抑止効果で問題行動を未然防止）

 (2)

ア　人材育成に組織的に取組む

イ ＩＣＴ活用の徹底で校内情報の共有化と教育活動での活用・実践例蓄積・全体共有を推進する（校務と授業）

ウ　将来構想会議等で創立４年目の諸課題解決に向けての協議を実施
（３）

ア　進路職業部を中心として定着支援の展開

イ　各種関係機関との連携を実施
	(1)

ア　・熱中症、感染症等の予防

･イジメ・体罰防止の指導（年2回以上ｱﾝｹｰﾄと研修）。
・携帯、ﾒｰﾙ・ﾌﾞﾛｸﾞ被害の危険性防止講習1回以上実施。
　　・道徳総合の時間を活用し、年間を通じた仲間づくりをテーマした授業1回実施　

・外部講師を招聘して生徒対象講習会2回実施。
イ　・研究支援部と学年が連携し、生徒・保護者に寄り添う教育相談を実践して、困り感を解消。
　　・困り感のある生徒支援のために、臨床心理士や作業療法士との相談体制の確立。
ウ　・教員の気づきによる報・連・相の徹底。
・登下校通学路指導年間1回以上実施。
・校内巡視の実施。
(2)

ア　校内初任者の研修体制の充実（バディシステム等）。
イ  校内ＩＣＴ機器を校務・授業等で活用方法研修会を年間2回以上実施。
ウ　将来構想会議月1回以上の開催。
（3）
ア　定着支援チーム発足と定着支援期間（5～7月）設定。
イ　就労・生活支援センター等との連携。
	（１）
ア→生徒対象講習会３回実施。SNS関係、仲間づくりは授業にて講習を実施。いじめの発生件数なし（○）

イ→家庭内の悩みや友達関係の悩み、生徒指導上のトラブル等を関係機関や外部人材で相談支援を実施（○）

ウ→随時、登下校指導実施、校内巡視や報・連・相体制（終礼等）で安全安心を確保（○）
（２）

ア、イ、ウ→計画通り実施。将来構想委員会で分掌業務の見直しを実施（○）

（３）

ア、イ→計画通り実施（○）

※次年度は分掌等業務のより一層の効率化を実施したい。


